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(57) Abstract: [Problem ι The purpose 01 the present invention i s to provide: an mirared shielding m which has high mirared
shielding effect for every incident angle of sunlight; and laminated glass using the infrared shielding film. [Solution] A n infrared
shielding film, which comprises at least one unit wherein a high refractive index layer and a low refractive index layer are laminated,
and which i s characterized in that the high refractive index layer contains metal oxide particles and at least one material that i s selec -
ted from the group consisting of polyesters, polycarbonates and poly(meth)acrylates .

(57) 要約：【課題】太陽光のどの入射角度に対 しても赤外遮蔽効果が高い赤外遮蔽フィルムおよびこれを用
いた合わせガラスを提供することを目的とする。 【解決手段】高屈折率層と低屈折率層とを積層 したュ
ニッ トを少なくとも 1 つ含む赤外遮蔽フィルムであって、前記高屈折率層が、ポリエステル、ポリカーボ
ネー トおよびポリ （メタ）ァクリレー 卜からなる群から選択される少なくとも 1 種ならびに金属酸化物粒
子を含むことを特徴とする赤外遮蔽フィルム。
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明 細 書

発 明の名称 ：

赤外遮蔽 フ ィル ム 、 これ を用 いた熱線反射合 わせ ガラス、 お よび熱線反射

合 わせ ガラスの製造方法

技術分野

[0001 ] 本発 明 は赤外遮蔽 フ イル ム、 これ を用 いた熱線 反射合 わせ ガラス、 お よび

熱線 反射合 わせ ガラスの製 造方法 に関す る。

背景技術

[0002] 近年、 建築 用 ガラスや車両 用 ガラス において、 室 内 また は車 内 に入 る太陽

輻 射 エ ネル ギー を遮蔽 し、 温度 上昇、 冷房負荷 を低減 す る 目的で、 赤外遮蔽

フ イル ム を有 す る断熱 ガラスが採 用 され て い る。

[0003] フ ィル 厶薄膜形成 方法 には、真 空蒸着 や スパ ッタ リングな どの ドライ プ ロ

セ スが よ く知 られ て い るが、 その原理 及び装 置構成 か ら、 大面積 に対 して均

— に成膜 す るの は困難 と言 われ て い る。 また成膜 レ一 卜が非 常 に遅 いため、

製 造 コス トがかか り、 量産 に向かな い製 法 であ る。 さ らに被成膜 基材 には耐

熱性 が必要 とな る場合 が多 い。 た とえば樹 脂 基材 は熱膨 張、収縮係数 が大 き

いので、 蒸着 温度 か ら室温へ と温度 が低 下 す る間の、 基板 と蒸着 した膜 との

収縮率 の差 に起 因す る応 力 によ り、膜 が剥 がれ た り、 凹凸が発 生 す る ことが

あ った。

[0004] また、 一般 的 に蒸着 や スパ ッ夕で形成 した膜 は硬 い性 質 を有 して い るため

、 柔軟 な基板 上 に形成 す る場合、 曲 げ部 分 な どに割 れゃ キズな どが発 生 す る

ことがあ る。

[0005] か よ うな理 由 に鑑 み、 屈折率 の異 な るポ リマー を積 層 して形成 した赤外遮

蔽 フ イル ムが従 来 よ り知 られ て お り、 また、 2 枚 の ガラス間 に これ を挟 持 さ

せ た熱線 反射合 わせ ガラス も開示 され て い る。特 許 文献 1 で は、 フ イル ム を

延伸 す る ことによ って、 屈折率 の制御 が容 易 な フ ィル 厶 を形成 す る方法 が記

載 され て い る。



先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献 1 ：国際公開第 9 9 / 3 6 8 0 8 号

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] しかしながら、上記特許文献 1 に開示された赤外遮蔽フイルムは、屈折率

の制御は容易であるものの、フイルムの延伸による屈折率制御を利用 してい

るため、フイルムに垂直に入射する光に対する赤外線反射率は高いが、斜め

からの入射光に対 しては屈折率差が小さくなるため、赤外線反射率が低下 し

てしまう。さらに、車両用等の曲面形状ガラスにフイルムを用いた場合には

、さらに可視光線の反射による色ムラが生 じる場合があった。

[0008] そこで本発明は、太陽光のどの入射角度に対 しても赤外遮蔽効果が高い赤

外遮蔽フイルムおよびこれを用いた合わせガラスを提供することを目的とす

る。

[0009] また、本発明の他の目的は、赤外遮蔽フイルムを曲面形状のガラスに用い

た際にも十分な赤外遮蔽効果が得られ、また、可視光の反射による色ムラの

小さい赤外遮蔽フイルムおよびこれを用いた合わせガラスを提供することを

目的とする。

課題を解決するための手段

[001 0] 本発明の上記目的のうち少なくとも一つを実現するために、本発明の一側

面を反映 した赤外遮蔽フイルム、これを含む熱線反射合わせガラスおよび熱

線反射合わせガラスの製造方法は以下の構成である。

[001 1] . 高屈折率層と低屈折率層とを積層 したュニッ卜を少なくとも 1 つ含む赤

外遮蔽フイルムであ って、前記高屈折率層が、ポリエステル、ポリ力一ボネ

— 卜およびポリ （メタ）ァクリレー 卜からなる群から選択される少なくとも

1種ならびに金属酸化物粒子を含むことを特徴とする赤外遮蔽フィル厶。

[001 2] 2 .前記金属酸化物粒子が酸化チタン粒子である、 1 . に記載の赤外遮蔽フ



ィル厶。

[001 3] 3 . 1 . または 2 . に記載の赤外遮蔽フイルム と、前記赤外遮蔽フイルムを

挟持する一対の中間膜と、前記赤外遮蔽フイルムおよび前記中間膜を挟持す

る一対の板ガラスと、を有する、熱線反射合わせガラス。

[0014] 4 .前記板ガラスが曲面形状である、 3 . に記載の熱線反射合わせガラス。

[001 5] 5 .前記中間膜が、平均粒径が 0 . 2 m以下の熱線遮蔽性微粒子を含有す

る、 3 . または 4 . に記載の熱線反射合わせガラス。

[001 6] 6 . ポ リエステル、ポ リ力一ボネ一 卜およびポ リ （メタ）ァクリレー 卜から

なる群から選択される少なくとも 1 種および金属酸化物粒子を含む高屈折率

層形成用組成物と、低屈折率層形成用組成物と、を用いて同時押 し出 しによ

り高屈折率層および低屈折率層を形成 して赤外遮蔽フイルムを得る工程と、

前記赤外遮蔽フイルムを一対の中間膜で挟持させ、さらに前記赤外遮蔽フィ

ル厶および前記中間膜を一対の板ガラスで挟持させる工程と、を含むことを

特徴とする、熱線反射合わせガラスの製造方法。

図面の簡単な説明

[001 7] [ 図1] 熱線合わせガラスの構成を示す概略断面図である。

発明を実施するための形態

[001 8] 本発明の赤外遮蔽フイルムは、基本的な構成として、高屈折率層、および

低屈折率層から構成されるユニッ トを含む。そ して、高屈折率層に金属酸化

物粒子およびポ リマ一を用いることに特徴を有する。

[001 9] 従来の高屈折率層、特にフィル厶を延伸することにより屈折率を制御 して

いた高屈折率層は、分子配向に由来する複屈折が大きいために、高屈折率層

の屈折率において入射光の角度依存性が大きかった。

[0020] これに対 し、本発明の赤外遮蔽フイルムは、入射光の角度に依存せずに赤

外遮蔽効果を発揮することができる。これは、高屈折率層が金属酸化物粒子

を含有 しているため、該金属酸化物粒子によりポ リマーの分子配向が抑制さ

れるために、複屈折が小さくなるためと考えられる。

[0021 ] また、従来のポ リマ一のみを積層させて得 られた赤外遮蔽フイルムとは異



なり、高屈折率層に金属酸化物粒子を含有するため、高屈折率層の屈折率を

高くすることができ、高低屈折率層を積層 したュニッ卜数を減 らして薄膜に

しても高い赤外反射率を得ることが可能となる。

[0022] 以下、本発明の赤外遮蔽フイルムの構成について説明する。

[0023] [ 高屈折率層]

高屈折率層は、ポリエステル、ポリ力一ボネ一 卜およびポリ （メタ）ァク

リレ一 卜の少なくとも 1種のポリマ一ならびに金属酸化物粒子を含む。

[0024] (金属酸化物粒子）

金属酸化物粒子としては、金属酸化物を構成する金属が、 L i 、 N a 、 M

g 、 A し S i 、 K、 C a 、 S c 、 Τ ί 、 V 、 C r 、 M n、 F e 、 C o 、 N

ί 、 C u、 Z n、 R b 、 S r 、 丫、 N b 、 Z r 、 M o 、 A g 、 C d 、 l n、

S n、 S b 、 C s 、 B a 、 L a 、 T a 、 H f 、W、 I r 、 T し P b 、 B i

及び希土類金属からなる群より選ばれる 1種または 2 種以上の金属である金

属酸化物を用いることができ、具体的には、例えば、酸化チタン、酸化亜鉛

、酸化アルミニウム （アルミナ）、酸化ジルコニウム、酸化ハフニウム、酸

化ニオブ、酸化タンタル、酸化マグネシウム、酸化バ リウム、酸化インジゥ

厶、酸化錫、酸化鉛、これら酸化物より構成される複酸化物であるニオブ酸

リチウム、ニオブ酸カリウム、タンタル酸 リチウム、アルミニウム マグネ

シゥ厶酸化物 （M g A I 2 0 4 ) 等の粒子および複合粒子の中で、屈折率が 1

. 6 を満たす （屈折率が 1 . 6 以上である）ものが挙げられる。

[0025] また、金属酸化物粒子として、希土類酸化物を用いることもでき、具体的

には、酸化スカンジウム、酸化イ ッ トリウム、酸化ランタン、酸化セ リウム

、酸化プラセオジム、酸化ネオジム、酸化サマリウム、酸化ユウ口ピウ厶、

酸化ガ ドリニウム、酸化テルビウム、酸化ジスプロシウム、酸化ホルミウム

、酸化エルビウム、酸化ツリウム、酸化イッテルビウム、酸化ルテチウム等

も挙げられる。

[0026] 高屈折率層に用いられる金属酸化物粒子としては、屈折率が 1 . 9 0 以上

、より好ましくは 2 . 0 以上の金属酸化物粒子が好ましく、例えば、酸化ジ



ル コニゥ厶、酸化セ リウム、酸化チタン、酸化亜鉛等を挙げることができる

。屈折率が高いことか ら、金属酸化物粒子 と しては、酸化チタンが好ま しく

、特 に、ルチル型酸化チタン粒子を用いることが好ま しい。高屈折率層に用

い られる金属酸化物粒子は、 1 種単独であってもよい し、 2 種以上併用 して

もよい。

[0027] また、金属酸化物粒子は、膜の透明性の観点か ら平均一次粒径が 1 0 0 n

m以下であることが好ま しく、 4 ~ 5 0 n mであることがより好ま しい。

[0028] 金属酸化物粒子の平均粒径は、粒子そのものあるいは層の断面や表面に現

れた粒子を電子顕微鏡で観察 し、 1 ， 0 0 0 個の任意の粒子の粒径 を測定 し

、その単純平均値 （個数平均） と して求め られる。 ここで個 々の粒子の粒径

は、その投影面積 に等 しい円を仮定 したときの直径で表 したものである。

[0029] 〈 酸化チタン粒子 〉

一般的に、酸化チタン粒子は、粒子表面の光触媒活性の抑制や、溶媒等へ

の分散性 を向上する目的で、表面処理が施 された状態で使用されることが多

く、表面処理 と しては、シ リカ、 アル ミナ、水酸化アル ミニウム、ジル コ二

ァ等、 1 種 またその 2 種類以上で処理 されているものが好ま しい。 より具体

的には、酸化チタン粒子表面をシ リカか らなる被覆層で覆われ、粒子表面が

負電荷 を帯びたものや、 アル ミニゥ厶酸化物か らなる被覆層が形成 された P

H 8 ~ 0 で表面が正電荷 を帯びたものが知 られている。

[0030] さ らに、酸化チタン粒子は、単分散であることが好ま しい。 ここでいう単

分散 とは、下記式で求め られる単分散度が 4 0 %以下をいう。更に好ま しく

は 3 0 %以下であ り、特 に好ま しくは 0 . 1 ~ 2 0 % となる粒子である。

[0031 ] 単分散度 = (粒径の標準偏差）/ (粒径の平均値） X 1 0 0

高屈折率層における金属酸化物粒子の含有量 と しては、高屈折率層の固形

分 1 0 0 質量％に対 して、赤外遮蔽の観点および曲面形状のガラスにフィル

厶を適用 した場合の色ムラ低減の観点か ら、 2 0 ~ 8 0 質量 0/ 0であることが

好ま しく、 3 0 ~ 7 0 質量％であることがより好ま しく、 4 0 ~ 6 0 質量％

であることがさらに好ま しい。



[0032] (ポ リマー）

高屈折率層は必須にポリマー材料を含む。屈折率層を形成するのがポリマ

—材料であれば、塗布やスピンコ一 卜などの成膜方法が選択可能となる。こ

れらの方法は簡便であり、基材の耐熱性を問わないので選択肢が広 く、特に

樹脂基材に対 して有効な成膜方法といえる。たとえば塗布型ならばロール

ッ一 ロール法などの大量生産方式が採用できて、コス 卜面でもプロセス時

間面でも有利になる。また、ポリマ一材料を含む膜はフレキシブル性が高い

ため、生産時や運搬時に巻き取りを行っても、これらの欠陥が発生 しづらく

、取扱性に優れているという長所がある。

[0033] 高屈折率層に含まれるポリマ一は、金属酸化物粒子との混合性に優れ、か

つ成膜性が良好であるため、ポリエステル、ポリ力一ボネ一 卜およびポリ （

メタ）ァクリレー 卜からなる群から選択される少なくとも 1種を含む。高屈

折率層を構成するポリマ一は 1種であってもよいし、 2 種以上であってもよ

し、。ポリエステル、ポリ力一ボネ一 卜およびポリ （メタ）ァクリレー 卜のポ

リマ一中の含有率は、上記効果を鑑みると、ポリマ一全質量に対 して 6 0 ~

1 0 0 質量0/ 0であることが好ましく、 8 0 ~ 1 0 0 質量0/ 0であることがより

好ましい。

[0034] ポ リエステルは、ジカルボン酸成分とジオール成分とが重縮合 して得 られ

る構造を有する。ポリエステルは共重合体であっても良い。ポリエステルと

して用いうるものとしては、例えば、ポリエチレンナフタレ一 卜 （P E N )

およびその異性体 （例えば、 2 ， 6 _ 、 1 ， 4 _ 、 1 ， 5 _ 、 2 ， 7 _ 、お

よび 2 ， 3 _ P E N ) 等のポリアルキレンナフタレ一 卜、ポリアルキレンテ

レフタレ一 卜 （例えば、ポリエチレンテレフタレ一 卜、ポリプロピレンテレ

フタレ一 卜、ポリプチレンテレフタレ一 卜、およびポリ_ 1 ， 4 —シクロへ

キサンジメチレンテレフタレ一 卜）、ポリエチレンジフエ二ル レ一 卜などが

挙げられる。中でも、赤外遮蔽効果が高く、また安価であり、非常に多岐に

わたる用途に用いることができるので、ポリアルキレンテレフタレ一 卜、ポ

リアルキレンナフタレ一 卜であることが好ましく、ポリアルキレンテレフタ



レ一 卜であることがより好ましく、ポリエチレンテレフタレ一 卜であること

がさらに好ましい。

[0035] ポ リ （メタ）ァクリレー 卜としては、アクリル酸エステルまたはメタクリ

ル酸エステルの重合体であり、例えば、ポリメチルメタクリレー 卜、ポリェ

チルメタクリレー 卜、ポリィソプチルメタクリレー 卜、ポリプロピルメタク

リレー 卜、ポリプチルァクリレー 卜、ポリメチルァクリレー 卜などが挙げら

れる。中でも、赤外遮蔽効果が高く、また安価であり、非常に多岐にわたる

用途に用いることができるので、ポリメチルメタクリレー 卜が好ましい。

[0036] 高屈折率層に含まれるポリエステル、ポリカーボネー トおよびポリ （メタ

) ァクリレー 卜の重量平均分子量は、 1 0 ，0 0 0 ~ 1，0 0 0 ，0 0 0 程

度であり、 5 0 ，0 0 0 8 0 0 , 0 0 0 であることが好ましい。なお、重

量平均分子量は、ゲル浸透クロマ トグラフィー （G P C ) により測定 した値

を採用する。

[0037] 高屈折率層には、ポリエステル、ポリ力一ボネ一 卜およびポリ （メタ）ァ

クリレ一 卜以外のその他のポリマ一を含んでいてもよい。その他のポリマ一

としては、下記低屈折率層に用いられるポリマーとして列挙 したポリマーが

挙げられる。

[0038] また、高屈折率層中、ポリマーの含有量は、高屈折率の全固形分に対 して

、 2 0 ~ 8 0 質量％、より好ましくは4 0 ~ 6 0 質量0/ 0である。

[0039] [低屈折率層]

低屈折率層は、上記ポリマーの欄で記載 したように、好適にはポリマ一を

含む。

[0040] 低屈折率層に含まれるポリマ一としては、特に限定されるものではないが

、例えば、ポリエチレンナフタレ一 卜 （P E N ) およびその異性体 （例えば

、 , 6 —、 1，4 —、 1， 5 —、 2 , 7 —、および 2 ，3 —P E N ) 、ポ

リアルキレンテレフタレ一 卜 （例えば、ポリエチレンテレフタレ一 卜、ポリ

プロピレンテレフタレ一 卜、ポリプチレンテレフタレ一 卜、およびポリ_ 1

，4 —シクロへキサンジメチレンテレフタレ一 卜）、ポリイミ ド （例えば、



ポ リアク リル酸 ィミ ド）、ポ リエーテルィミ ド、 ァタクチ ックポ リスチ レン

、ポ リカ一ボネ一 卜、ポ リメタク リレ一 卜 （例 えば、ポ リィソプチル メタク

リレー 卜、ポ リプロピル メタク リレ一 卜、ポ リェチル メタク リレ一 卜、 およ

びポ リメチル メタク リレー 卜）、ポ リアク リレー 卜 （例 えば、ポ リプチル ァ

ク リレ一 卜およびポ リメチル ァク リレ一 卜）、セル ロース誘導体 （例 えば、

ェチルセル ロース、酢酸セル ロース、 プロピオ ン酸セル ロース、酢酸セル 口

—スプチ レ一 卜、 および硝酸セル ロース）、ポ リアルキ レンポ リマ一 （例 え

ば、ポ リエチ レン、ポ リプロピレン、ポ リプチ レン、ポ リィソプチ レン、 お

よびポ リ （4 —メチル）ペ ンテ ン）、 フッ素化ポ リマ一 （例 えば、パ一フル

才 ロアル コキシ樹脂、ポ リテ トラフル才 ロエチ レン、 フッ素化工チ レン一プ

ロピレンコポ リマ一、ポ リフッ化 ビニ リデ ン、 およびポ リクロ口 トリフル才

口エチ レン）、塩素化ポ リマ一 （例 えば、ポ リ塩化 ビニ リデ ンおよびポ リ塩

化 ビニル）、ポ リスルホ ン、ポ リエーテルスルホ ン、ポ リアク リロニ トリル

、ポ リアミ ド、 シ リコ一 ン樹脂、エポキシ樹脂、ポ リ酢酸 ビニル、ポ リエ一

テル アミ ド、 アイオ ノマ一樹脂、エラス トマ一 （例 えば、ポ リブタジエ ン、

ポ リイソプ レン、 およびネオ プ レン）、な らびにポ リウ レタンが挙 げ られる

。 コポ リマ一、例 えば、 P E N の コポ リマ一 （例 えば、 2 ， 6 _ 、 1 ， 4 -

、 1 ， 5 —、 2 , 7 —、 および または 2 ， 3 —ナフタ レンジカルボ ン酸あ

るいはそれ らのエステル と、 （a ) テ レフタル酸 も しくはそのエステル、 （

b ) イソフタル酸 も しくはそのエステル、 （c ) フタル酸 も しくはそのエス

テル、 （d ) アル カング リコール、 （e ) シクロアル カング リコール （例 え

ば、 シクロへキサ ンジメタノールジ才一ル）、 （f ) アル カンジカルボ ン酸

、 および/ または （g ) シクロアル カンジカルボ ン酸 （例 えば、 シクロへキ

サ ンジカルボ ン酸） とのコポ リマ一）、ポ リアルキ レンテ レフタ レ一 卜のコ

ポ リマ一 （例 えば、テ レフタル酸 も しくはそのエステル と、 （a ) ナ フタ レ

ンジカルボ ン酸 も しくはそのエステル、 （b ) イソフタル酸 も しくはそのェ

ステル、 （c ) フタル酸 も しくはそのエステル、 （d ) アル カング リコール

、 ( e ) シ クロアル カング リコール （例 えば、 シクロへキサ ンジメタノール



ジ才一ル）、 （f ) アルカンジカルボン酸、および/ または （g ) シクロア

ルカンジカルボン酸 （例えば、シクロへキサ ンジカルボン酸） とのコポ リマ

- ) 、 スチ レンコポ リマ一 （例えば、スチ レン一ブタジエンコポ リマ一およ

びスチ レン—アク リロニ トリル コポ リマ一）、な らびに4 ， 4 ' —二安息香

酸およびエチ レング リコールのコポ リマーなども利用できる。更に、個 々の

層にはそれぞれ、 2 つ以上の上記のポ リマ一またはコポ リマーのブレン ド （

例えば、 s P S とァタクチ ックポ リスチ レンとのブレン ド）が含 まれていて

もよい。

[0041 ] 上記のうち、低屈折率層に含 まれるポ リマ一材料 と しては、赤外遮蔽効果

の点か らポ リ （メタ）ァク リレー 卜、ポ リアルキ レンポ リマ一、セル ロース

誘導体などが好ま しく、ポ リ （メタ）ァク リレー 卜がより好ま しく、ポ リメ

チルメタク リレー 卜がさらに好ま しい。

[0042] 低屈折率層に含 まれるポ リマーの重量平均分子量は、 1 0 ， 0 0 0 ~ 1 ，

0 0 0 ， 0 0 0 程度であ り、 5 0 ， 0 0 0 8 0 0 , 0 0 0 であることが好

ま しい。なお、重量平均分子量は、ゲル浸透 クロマ トグラフィー （G P C )

により測定 した値 を採用する。

[0043] また、低屈折率層中、ポ リマーの含有量は、低屈折率の全固形分に対 して

、 5 0 ~ 1 0 0 質量％、 より好ま しくは 7 0 ~ 1 0 0 質量 0/ 0である。

[0044] 低屈折率層は、金属酸化物粒子を含んでいてもよ く、金属酸化物粒子 と し

て二酸化ケイ素を用いることが好ま しく、 コロイダルシ リカを用いることが

特 に好ま しい。低屈折率層に含 まれる金属酸化物粒子 （好ま しくは二酸化ケ

ィ素）は、その平均粒径が 3 ~ 1 0 0 n mであることが好ま しい。一次粒子

の状態で分散 された二酸化ケイ素の一次粒子の平均粒径 （塗布前の分散液状

態での粒径）は、 3 ~ 5 0 n mであるのがより好ま しく、 3 ~ 4 0 n mであ

るのがさらに好ま しく、 3 ~ 2 0 n mであるのが特 に好ま しく、 4 ~ 1 0 n

mであるのがもっとも好ま しい。 また、二次粒子の平均粒径 と しては、 3 0

n m以下であることが、ヘイズが少な く可視光透過性 に優れる観点で好ま し

し、。低屈折率層中の金属酸化物の平均粒径は、粒子そのものあるいは屈折率



層の断面や表面に現れた粒子を電子顕微鏡で観察 し、 1， 0 0 0 個の任意の

粒子の粒径を測定 し、その単純平均値 （個数平均）として求められる。ここ

で個々の粒子の粒径は、その投影面積に等 しい円を仮定 したときの直径で表

したものである。

[0045] コロイダルシリカは、珪酸ナ トリウムの酸等による複分解やイオン交換樹

脂層を通過させて得 られるシリカゾルを加熱熟成 して得 られるものであり、

たとえば、特開昭 5 7 — 1 4 0 9 1 号公報、特開昭 6 0 —2 1 9 0 8 3 号公

報、特開昭 6 0 - 9 0 8 4 号公報、特開昭 6 - 2 0 7 9 2 号公報、特

開昭 6 1 _ 1 8 8 1 8 3 号公報、特開昭 6 3 - 7 8 0 7 号公報、特開平 4

- 9 3 2 8 4 号公報、特開平 5 —2 7 8 3 2 4 号公報、特開平 6 —9 2 0 1

号公報、特開平 6 _ 8 3 3 4 号公報、特開平 6 _ 2 9 7 8 3 0 号公報

、特開平 7 _ 8 4 号公報、特開平 7 _ 0 4 2 号公報、特開平 7

_ 1 7 9 0 2 9 号公報、特開平 7 _ 3 7 4 3 号公報、および国際公開第

9 4 / 2 6 5 3 0 号パンフレツ卜などに記載されているものである。この様

なコロイダルシリカは合成品を用いてもよいし、市販品を用いてもよい。コ

ロイダルシリカは、その表面をカチオン変性されたものであってもよく、ま

た、 A し C a 、M g またはB a 等で処理された物であってもよい。

[0046] 低屈折率層における金属酸化物粒子の含有量としては、低屈折率層の固形

分 1 0 0 質量％に対 して、赤外遮蔽の観点から、 0 ~ 5 0 質量％であること

が好ましく、 0 ~ 3 0 質量％であることがより好ましい。

[0047] また、本発明に係る高屈折率層と低屈折率層には、必要に応 じて各種の添

加剤を含有させることが出来る。

[0048] 例えば、特開昭 5 7 — 7 4 1 9 3 号公報、同 5 7 —8 7 9 8 8 号公報及び

同 6 2 —2 6 1 4 7 6 号公報に記載の紫外線吸収剤、特開昭 5 7 — 7 4 1 9

号公報、同 5 7 —8 7 9 8 9 号公報、同 6 0 — 7 2 7 8 5 号公報、同 6

- 4 6 5 9 号公報、特開平 1 —9 5 0 9 1 号公報および同 3 — 1 3 3 7

6 号公報等に記載されている退色防止剤、ァニオン、カチオンまたはノニ才

ンの各種界面活性剤、特開昭 5 9 —4 2 9 9 3 号公報、同 5 9 — 5 2 6 8 9



号公報、同 6 2 — 2 8 0 0 6 9 号公報、同 6 1 — 2 4 2 8 7 1 号公報および

特開平 4 - 9 2 6 6 号公報等に記載 されている蛍光増 白剤、硫酸、 リン

酸、酢酸、 クェン酸、水酸化ナ トリウム、水酸化カ リウム、炭酸 カ リウム等

の p H調整剤、消泡剤、ジエチ レング リコール等の潤滑剤、防腐剤、帯電防

止剤、マ ツ 卜剤等の公知の各種添加剤 を含有 していてもよい。

[0049] [ 基材 ]

赤外遮蔽 フイルムには必要により基材を用いてもよい。

[0050] 赤外遮蔽 フイルムの基材 と しては、種 々の樹脂 フイルムを用いることがで

き、ポ リオ レフインフイルム （ポ リエチ レン、ポ リプロピレン等）、ポ リェ

ステル フイルム （ポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜、ポ リエチ レンナフタ レ一 卜

等）、ポ リ塩化 ビニル、 3 酢酸セル ロース等を用いることができ、好ま しく

はポ リエステル フイルムである。ポ リエステル フイルム （以降ポ リエステル

と称す） と しては、特 に限定されるものではないが、ジカルボン酸成分 とジ

才一ル成分を主要な構成成分 とするフイルム形成性 を有するポ リエステルで

あることが好ま しい。

[0051 ] 主要な構成成分のジカルボン酸成分 と しては、テ レフタル酸、イソフタル

酸、 フタル酸、 2 ， 6 _ ナフタ レンジカルボン酸、 2 ， 7 _ ナフタ レンジ力

ルボン酸、ジフエニルスルホンジカルボン酸、ジフエ二ルェ一テルジカルボ

ン酸、ジフエニルェタンジカルボン酸、シクロへキサ ンジカルボン酸、ジフ

ェニルジカルボン酸、ジフエ二ルチオエーテルジカルボン酸、ジフエ二ルケ

トンジカルボン酸、 フエ二ルインダンジカルボン酸などを挙げることができ

る。 また、ジ才一ル成分 と しては、エチ レング リコール、 プロピレング リコ

—ル、テ 卜ラメチ レング リコール、シクロへキサ ンジメタノール、 2 ， 2 _

ビス （4 — ヒ ドロキシフエニル）プロパ ン、 2 ， 2 — ビス （4 — ヒ ドロキシ

エ トキシフエニル）プロパ ン、 ビス （4 —ヒ ドロキシフエニル）スルホン、

ビスフエノール フルオ レンジ ヒ ドロキシェチルェ一テル、ジエチ レンダ リコ

—ル、ネオペ ンチル グ リコール、ハイ ドロキノン、シクロへキサ ンジ才一ル

などを挙げることができる。 これ らを主要な構成成分 とするポ リエステルの



中でも透明性、機械的強度、寸法安定性などの点から、ジカルボン酸成分と

して、テレフタル酸や 2 ， 6 _ ナフタレンジカルボン酸、ジ才一ル成分とし

て、エチレングリコールや 1，4 —シクロへキサンジメタノールを主要な構

成成分とするポリエステルが好ましい。中でも、ポリエチレンテレフタレ一

卜やポリエチレンナフタレ一 卜を主要な構成成分とするポリエステルや、テ

レフタル酸と2 ， 6 —ナフタレンジカルボン酸とエチレンダリコールからな

る共重合ポリエステル、およびこれらのポリエステルの二種以上の混合物を

主要な構成成分とするポリエステルが好ましい。

[0052] 本発明に用いられるフイルム支持体の厚みは、 1 0 ~ 3 0 0 m、特に2

0 5 0 mであることが好ましい。また、本発明のフイルム支持体は、

2 枚重ねたものであっても良く、この場合、その種類が同 じでも異なっても

よい。

[0053] [ 赤外遮蔽フイルム]

本発明の赤外遮蔽フイルムは、高屈折率層と低屈折率層とからなるュニッ

卜を少なくとも 1 つ積層 した構成 （積層膜）であればよいが、高屈折率層お

よび低屈折率層の総数の上限としては、 1 0 0 層以下、すなわち 5 0 ュニッ

卜以下であることが好ましい。より好ましくは4 0 層 （2 0 ユニット）以下

であり、さらに好ましくは 2 0 層 （1 0 ユニット）以下である。総層数の範

囲の下限は特に限定されるものではないが、 5 層以上であることが好ましい

。上述 したように、本願のフイルムは高屈折率層に金属酸化物粒子を含むた

め、従来のポリマ一積層形態のフイルムと比較 して、積層数が低減され、薄

膜とすることができる。層数を減 らすことで、生産性が向上 し、積層界面で

の散乱による透明性の減少を抑制することができる。

[0054] また、本発明の赤外遮蔽フイルムは、上記ュニッ卜を少なくとも 1 つ積層

した構成であればよく、たとえば、積層膜の最表層や最下層のどちらも高屈

折率層または低屈折率層となる積層膜であってもよい。

[0055] 本発明の赤外遮蔽フイルムにおいて、高屈折率層の好ましい屈折率として

は 1 . 7 0 ~ 2 . 5 0 であり、より好ましくは 1 . 8 0 ~ 2 . 2 0 であり、



さらに好ましくは 1 . 9 0 ~ 2 . 2 0 である。また、本発明の低屈折率層は

、屈折率が 1 . 1 0 ~ 1 . 6 0 であることが好ましく、 1 . 3 0 ~ 1 . 5 5

であるのがより好ましく、 1 . 3 0 ~ 1 . 5 0 がさらに好ましい。

[0056] 赤外遮蔽フイルムにおいては、高屈折率層と低屈折率層の屈折率の差を大

きく設計することが、少ない層数で赤外反射率を高くすることができる観点

で好ましいが、本発明では、高屈折率層と低屈折率層から構成されるュニッ

卜の少なくとも 1 つにおいて、隣接する該高屈折率層と低屈折率層との屈折

率差が 0 . 1 以上であることが好ましく、より好ましくは0 . 3 以上であり

、さらに好ましくは0 . 4 以上である。

[0057] また、本発明の赤外遮蔽フイルムにおいては、隣接する高屈折率層と低屈

折率層との屈折率差が 0 . 1 以上であることが好ましいが、高屈折率層と低

屈折率層を上記のようにそれぞれ複数層有する場合には、全ての屈折率層が

本発明で規定する要件を満たすことが好ましい。ただ し、最表層や最下層に

関 しては、本発明で規定する要件外の構成であってもよい。

[0058] 特定波長領域の反射率は、隣接する2 層 （高屈折率層と低屈折率層）の屈

折率差と積層数で決まり、屈折率差が大きいほど、少ない層数で同 じ反射率

を得 られる。この屈折率差と必要な層数については、市販の光学設計ソフ ト

を用いて計算することができる。たとえば、赤外遮蔽率 9 0 %以上を得るた

めには、屈折率差が 0 . 1 より小さいと、 1 0 0 層を超える積層が必要にな

り、生産性が低下するだけでなく、積層界面での散乱が大きくなり、透明性

が低下する。反射率の向上と層数を少なくする観点からは、屈折率差に上限

はないが、実質的には 1 . 4 0 程度が限界である。

[0059] 上記屈折率差は、高屈折率層、低屈折率層の屈折率を下記の方法に従って

求め、両者の差分を屈折率差とする。

[0060] (必要により基材を用いて）各屈折率層を単層で作製 し、このサンプルを

1 0 c m X O c mに断裁 した後、下記の方法に従って屈折率を求める。分

光光度計として、 U —4 0 0 0 型 （日立製作所社製）を用いて、各サンプル

の測定面とは反対側の面 （裏面）を粗面化処理 した後、黒色のスプレーで光



吸収処理を行 って裏面での光の反射を防止 して、 5 度正反射の条件にて可視

光領域 （4 0 0 n m ~ 7 0 0 n m ) の反射率を 2 5 点測定 して平均値を求め

、その測定結果より平均屈折率を求める。

[0061 ] 従来のポ リマ一のみを積層させて得 られた赤外遮蔽 フ イル ム と比較 して、

高屈折率層に金属酸化物粒子を含有するため、高屈折率層の屈折率を高 くす

ることができ、高低屈折率層を積層 したュニッ 卜数を減 らして薄膜に しても

高い赤外反射率を得ることが可能 となる。

[0062] 本発明の赤外遮蔽 フ イル ムの全体の厚みは、好ま しくは 1 2 m ~ 3 5

m 、より好ま しくは 1 5 m ~ 2 0 0 m 、さらに好ま しくは 2 0 从 m ~

1 0 0 m である。

[0063] なお、本明細書において、 「高屈折率層」および 「低屈折率層」なる用語

は、隣接 した 2 層の屈折率差を比較 した場合に、屈折率が高い方の屈折率層

を高屈折率層 とし、低い方の屈折率層を低屈折率層 とすることを意味する。

したがって、 「高屈折率層」および 「低屈折率層」なる用語は、光学反射フ

イル ム を構成する各屈折率層において、隣接する 2 つの屈折率層に着 目した

場合に、各屈折率層が同 じ屈折率を有する形態以外のあ らゆる形態を含むも

のである。

[0064] さ らには、本発明の赤外遮蔽 フイルムの光学特性 として、 J I S R 3

0 6 - 9 9 8 により測定される可視光領域の透過率が 5 0 %以上であ り、

かつ、波長 9 0 0 n m ~ 1 4 0 0 n mの領域に反射率 5 0 % を超える領域を

有することが好ま しい。

[0065] 屈折率層の 1 層あた りの厚み （乾燥後の厚み）は、 2 0 ~ 1 0 0 0 n mで

あることが好ま しく、 5 0 ~ 5 0 0 n mであることがより好ま しい。

[0066] 赤外遮蔽 フ イル ム は、さらなる機能の付加を目的として、導電性層、帯電

防止層、 ガスバ リア層、易接着層 （接着層）、防汚層、消臭層、流滴層、易

滑層、ハー ドコー ト層、耐摩耗性層、反射防止層、電磁波シール ド層、紫外

線吸収層、赤外線吸収層、印刷層、蛍光発光層、ホログラム層、剥離層、粘

着層、接着層、本発明の高屈折率層および低屈折率層以外の赤外線カッ ト層



(金属層、液晶層）、着色層 （可視光線吸収層）などの機能層の 1 つ以上を

有 していてもよい。

[0067] 〔合わせガラス〕

本発明の赤外遮蔽フイルムは、幅広い分野に応用することができる。例え

ば、建物の屋外の窓や自動車窓等長期間太陽光に晒らされる設備 （基体）に

貼り合せ、熱線反射効果を付与する熱線反射フィル厶等の窓貼用フィル厶、

農業用ビニールハウス用フイルム等として、主として耐候性を高める目的で

用いられる。特に、本発明に係る赤外遮蔽フイルムが中間膜を介 してガラス

の基体に貼合されている部材には好適である。

[0068] また、従来のポリマ一の積層により形成 した赤外遮蔽フィル厶を曲面形状

のガラスに適用すると、屈折率差の不均一性によって様々な可視光の反射が

生じていた。本発明の赤外遮蔽フイルムは、屈折率の角度依存性が小さいた

め、曲面形状のガラスに適用すると、十分な赤外遮蔽効果が得られるととも

に、可視光の反射による色ムラを低減することができる。

[0069] 合わせガラスは、建築用途、住居用途、自動車用途などに用いることがで

きる。

[0070] 合わせガラスの一実施形態を図 1 に示す。図 1 の合わせガラスは、 2 枚の

板ガラス 1 の間に、 2 枚の中間膜 2 を用いて赤外遮蔽フイルム 3 が挟持され

てなる構造をとる。赤外遮蔽フイルム 3 は、上記で説明した本発明の赤外遮

蔽フイルムである。その他の合わせガラスの構成部材について以下説明する

[0071 ] (中間膜）

中間膜は、赤外遮蔽フィル厶とガラスとを張り合わせる接着性能を有する

膜であればいずれの膜も用いることができる。

[0072] 中間膜は好適には、ポリビニルプチラール系樹脂、あるいはエチレン—酢

酸ビニル共重合体系樹脂などの樹脂材料を含む。具体的には可塑性ポリビニ

ルプチラ一ル 〔積水化学工業社製、三菱モンサン卜社製等〕、エチレン—酢

酸ビニル共重合体 〔デュポン社製、武田薬品工業社製、デュラミン〕、変性



エチレン—酢酸 ビニル共重合体 〔東ソ一社製、メルセンG〕等を含有する。

これらの樹脂材料は、中間膜 1 0 0 質量％に対 して 8 0 ~ 1 0 0 質量％でぁ

ることが好ましい。

[0073] 中間膜は上記樹脂膜の単層で構成されてもよいし、 2 層以上を積層された

状態で用いられてもよい。また、 2 枚の中間膜とは同一種類の樹脂から構成

されていてもよいし、異なる種類の樹脂から構成されていてもよい。

[0074] また、中間膜は、熱線遮蔽効果の点から、熱線遮蔽吸収能を有する平均粒

径が 0 . 2 m以下の熱線遮蔽性微粒子を含有することが好ましい。熱線遮

蔽性微粒子を含有 した中間膜を用いると、フィル厶を曲面形状のガラスに適

用 した場合の可視光の反射による色ムラが低減される効果もある。これは熱

線遮蔽性微粒子による散乱および吸収により可視光の反射が目立たなくなる

ためであると考えられる。

[0075] 前記熱線遮蔽性微粒子としては、 S n 、 Τ ί 、 S i 、 Z n 、 Z r 、 F e 、

A し C r 、 C o 、 C e 、 l n 、 Ν ί 、 A g 、 C u 、 P t 、M n 、 T a 、W

、 V 、M o の金属、酸化物、窒化物、硫化物あるいはこれらのS b 、 S n 、

もしくは F の ドープ物の各単独物またはこれらの中から少なくとも2 種以上

を選択 してなる複合物が挙げられ、熱線遮蔽効果の点からはアンチモン ドー

プ酸化スズ （A T O ) または酸化インジウムスズ （I T O ) であることが好

ましい。

[0076] 熱線遮蔽性微粒子の平均粒径は、可視光の反射を抑制 しつつ、熱線遮蔽効

果を確保できること、また散乱によるヘイズの劣化が生 じず、透明性を確保

できることから、 0 . 2 m以下であるが、好ましくは0 . 1 5 m以下で

ある。なお、平均粒径の下限は特に限定されるものではないが、 0 . 1 0 从

m以上であることが好ましい。上記平均粒径は、粒子そのものあるいは屈折

率層の断面や表面に現れた粒子を電子顕微鏡で観察 し、 1， 0 0 0 個の任意

の粒子の粒径を測定 し、その単純平均値 （個数平均）として求められる。こ

こで個々の粒子の粒径は、その投影面積に等 しい円を仮定 したときの直径で

表 したものである。



[0077] 熱線遮蔽性微粒子の含有量は、特に限定されるものではないが、熱線遮蔽

効果の点から、中間膜の全質量に対 し、 0 . 5 ~ 1 0 質量％であることが好

ましく、 0 . 5 ~ 5 質量％であることがより好ましい。

[0078] なお、中間層には紫外線吸収剤、抗酸化剤、帯電防止剤、熱安定剤、滑剤

、充填剤、着色剤、接着調整剤等を適宜添加配合 してもよい。

[0079] 中間層の膜厚は、通常 0 . 1 ~ 2 m m程度である。

[0080] (板ガラス）

板ガラスの種類は特に限定されるものではなく、用途に要求される光透過

性能や断熱性能によって選択すればよく、無機ガラスであっても有機ガラス

であってもよい。

[0081 ] 無機ガラス板としては特に限定されるものではなく、フロー ト板ガラス、

磨き板ガラス、型板ガラス、網入り板ガラス、線入り板ガラス、熱線吸収板

ガラス、着色板ガラスなどの各種無機ガラスなどが挙げられる。有機ガラス

としては、ポリ力一ボネ一 卜類、ポリスチレン類、ポリメチルメタクリレー

卜類等の樹脂からなるガラス板などが挙げられる。これらの有機ガラス板は

、上記樹脂からなるシ一 卜形状のものを複数積層 してなる積層体であっても

よい。色についても、透明ガラス板に限らず車両等に用いられる汎用の緑色

、茶色、青色等の様々な色のガラス板を用いることができる。板ガラスは同

—の種類であってもよく、 2 種以上併用してもよい。

[0082] 板ガラスの厚さは、強度および可視光域の赤外光の透過性を考慮 して、 1

~ 1 0 m m程度であることが好ましい。

[0083] 曲面形状の板ガラスは、板ガラスの曲率半径が 0 . 5 ~ 2 . O mであるこ

とが好ましい。板ガラスの曲率半径がこの範囲であれば、赤外遮蔽フイルム

がガラスの曲面形状に沿うことができる。

[0084] [ 赤外遮蔽フィル厶の製造方法]

本発明の赤外遮蔽フィル厶の製造方法について特に制限はなく、高屈折率

層と低屈折率層とから構成されるュニッ卜を少なくとも 1 つ形成することが

できるのであれば、いかなる方法でも用いられうる。



[0085] 本発明の赤外遮蔽フイルムの製造方法では、高屈折率層と低屈折率層とか

ら構成されるュニッ卜を積層 して形成される。具体的には、 （1 ) 基材上に

高屈折率層と低屈折率層とを交互に塗布、乾燥 して積層体を形成する方法、

( 2 ) 同時押 し出しにより積層体を形成後、該積層体を延伸 してフイルムを

形成する方法が挙げられる。本発明では、高屈折率層に金属酸化物を含有す

るので、上記 （1 ) および （2 ) の双方の製造方法でフイルムを作製するこ

とができる。中でも、膜厚が均一な薄膜積層体を形成でき、入射光の角度に

依存することなく赤外遮蔽効果が上がるので、 （2 ) の同時押 し出し工程を

用いる方法が好ましい。

[0086] 上記 （1 ) の方法における塗布方式としては、例えば、ロールコ一ティン

グ法、ロッドバーコ一ティング法、エアナイフコーティング法、スプレーコ

—ティング法、力一テン塗布方法、あるいは米国特許第 2 ， 7 6 1 , 4 1 9

号、同第 2 ， 7 6 1 , 7 9 1 号公報に記載のホッパーを使用するスライ ドビ

- ド塗布方法、ェクス トル一ジョンコ一 卜法等が好ましく用いられる。

[0087] 上記 （1 ) の方法は、具体的には以下の形態が挙げられる ； （1 ) 基材上

に、高屈折率層塗布液を塗布 し乾燥 して高屈折率層を形成 した後、低屈折率

層塗布液を塗布 し乾燥 して低屈折率層を形成 し、フイルムを形成する方法 ；

( 2 ) 基材上に、低屈折率層塗布液を塗布 し乾燥 して低屈折率層を形成 した

後、高屈折率層塗布液を塗布 し乾燥 して高屈折率層を形成 し、フイルムを形

成する方法 ； （3 ) 基材上に、高屈折率層塗布液と、低屈折率層塗布液とを

交互に逐次重層塗布 乾燥 して、高屈折率層、および低屈折率層を含むフィ

ル厶を形成する方法 ； （4 ) 基材上に、高屈折率層塗布液と、低屈折率層塗

布液とを同時重層塗布 し、乾燥 して、高屈折率層、および低屈折率層を含む

フイルムを形成する方法 ；などが挙げられる。

[0088] 各屈折率層塗布液を調整するための有機溶媒としては、用いられるポリマ

—種に応 じて適宜選択される。具体的には、例えば、メタノール、ェタノ一

ル、 2 _ プロパノール、 1 —プタノ一ルなどのアル コール類、酢酸ェチル、

酢酸 2 —メ トキシェチル、酢酸プチル、プロピレングリコールモノメチルェ



—テルァセテ一 卜、 プロピレンダリコールモノェチルエーテルァセテ一 卜な

どのエステル類、ジェチルェ一テル、 プロピレングリコールモノメチルェ一

テル、エチ レングリコ一ルモノエチルェ一テルなどのエーテル類、ジメチル

ホルムアミ ド、 N _ メチル ピロリドンなどのアミ ド類、アセ トン、メチルェ

チルケ トン、ァセチルアセ トン、シクロへキサノンなどのケ トン類などが挙

げられる。 これ ら有機溶媒は、単独でもまたは 2 種以上混合 して用いてもよ

し、。 このうち、酢酸ェチルが好ま しく、酢酸 2 —メ トキシェチルがより好ま

しい。

[0089] 各屈折率層塗布液中の溶媒の濃度は、 8 0 ~ 1 0 0 質量％であることが好

ま しい。

[0090] 上記 （2 ) における同時押出 し工程は、米国特許第 6 0 4 9 4 1 9 号に記

載の方法を用いることができる。すなわち、高屈折率層材料のポ リマ一、金

属酸化物粒子およびその他の添加剤 （高屈折率層形成用組成物）な らびに低

屈折層材料のポ リマーおよびその他の添加剤 （低屈折率層形成用組成物）を

同時押出 し法を用いて高屈折率層および低屈折率層を形成することができる

[0091 ] —実施形態 として、各屈折率層材料を 1 0 0 ~ 4 0 0 °C で押出 しに適当な

粘度になるように溶融させ、必要に応 じて各種添加剤を添加 し、両方のポ リ

マ一を交互に二層になるように押出 し機 によって押 し出すことができる。

[0092] 上記溶融前に、ポ リマ一、およびその他必要により添加される添加剤は、

溶融する前に混合 してお くことが好ま しい。混合は、混合機等により行なつ

てもよい。 また、混合物を押出 し機 を用いて直接溶融 して製膜するように し

てもよいが、一旦、混合物をペ レッ ト化 した後、該ペ レッ トを押出 し機で溶

融 して製膜するように してもよい。

[0093] 押 出 し機は、市場で入手可能な種々の押出 し機 を使用可能であるが、溶融

混練押出 し機が好ま しく、単軸押出 し機でも 2 軸押出 し機でもよい。

[0094] なお、混合物か らペ レッ トを作製せずに、直接製膜を行なう場合、適当な

混練度が必要であるため 2 軸押出 し機 を用いることが好ま しいが、単軸押出



し機でも、スクリユーの形状をマ ドック型、ュニメル ト、ダルメージ等の混

練型のスクリユーに変更することにより、適度の混練が得 られるので、使用

可能である。また、ペ レットを使用する場合は、単軸押出し機でも2 軸押出

し機でも使用可能である。

[0095] また、混練時には、窒素ガス等の不活性ガスで置換するか、あるいは減圧

することにより、酸素の濃度を下げることが好ましい。

[0096] 次に、押 し出された積層膜を、冷却 ドラム等により冷却固化 し、積層体を

得る。

[0097] その後、この積層体を加熱 してから二方向に延伸 し、赤外遮蔽フイルムを

得ることができる。

[0098] 延伸方法としては、前述の冷却 ドラムから剥離され、得 られた未延伸フィ

ル厶を複数の口一ル群および/ または赤外線 ヒータ一等の加熱装置を介 して

ガラス転移温度 （T g ) _ 5 0 °CからT g + 1 0 0 °Cの範囲内に加熱 し、フ

イルム搬送方向 （長手方向ともいう）に、一段または多段縦延伸することが

好ましい。次に、上記のようにして得 られた延伸されたフイルムを、フィル

厶搬送方向に直交する方向 （幅手方向ともいう）に延伸することも好ましい

。フイルムを幅手方向に延伸するには、テンタ一装置を用いることが好まし

い。

[0099] フィル厶搬送方向またはフィル厶搬送方向に直交する方向に延伸する場合

は、 1 . 5 ~ 5 . 0 倍の倍率で延伸することが好ましく、より好ましくは 2

. 0 ~ 4 . 0 倍の範囲である。

[01 00] また、延伸に引き続き熱加工することもできる。熱加工は、 T g _ 1 0 0

°C ~ T g + 5 0 °Cの範囲内で通常 0 . 5 ~ 3 0 0 秒間搬送 しながら行うこと

が好ましい。

[01 0 1 ] 熱加工手段は特に制限なく、一般的に熱風、赤外線、加熱ロール、マイク

口波等で行うことができるが、簡便さの点で、熱風で行うことが好ましい。

フイルムの加熱は段階的に高くしていくことが好ましい。

[01 02] 熱加工されたフイルムは通常T g 以下まで冷却され、フイルム両端のクリ



ップ把持部分 をカッ トし巻 き取 られる。 また冷却は、最終熱加工温度か ら τ

g までを、毎秒 1 0 0 °C 以下の冷却速度で徐冷することが好 ま しい。

[01 03] 冷却する手段 は特 に限定はな く、従来公知の手段で行えるが、特 に複数の

温度領域で順次冷却 しなが らこれ らの処理 を行 うことがフィル厶の寸法安定

性向上の点で好 ま しい。 尚、冷却速度 は、最終熱加工温度 を T 1 、 フイルム

が最終熱加工温度か らT g に達するまでの時間を t と した とき、 （T 1 — T

g ) / t で求めた値である。

[01 04] [ 合わせガラスの製造方法 ]

本発明の合わせガラスの好適な一実施形態は、ポ リエステル、ポ リカ一ボ

ネ一 卜およびポ リ （メタ）ァク リレー 卜か らなる群か ら選択 される少な くと

も 1 種 および金属酸化物粒子を含む高屈折率層形成用組成物 と、低屈折率層

形成用組成物 と、 を用いて同時押 し出 しによ り高屈折率層および低屈折率層

を形成 して赤外遮蔽 フィル厶を得 る工程 と、前記赤外遮蔽 フィル厶を一対の

中間膜で挟持 させ、 さ らに前記赤外遮蔽 フイルムおよび前記中間膜 を一対の

板 ガラスで挟持 させる工程 と、 を含む。赤外遮蔽 フイルムを得 る工程 につい

ては、上述の とお りである。

[01 05] 合わせガラスの製造方法は、特 に制限はな く、従来の合わせガラスの製造

方法 を用いることがで きる。例 えば、二枚の板 ガラスの間に、 中間膜、赤外

遮蔽 フイルム、 中間膜の順 にこれ らを挟み、重ねたものを押圧 ロール に通 し

て扱 くか、好 ま しくは、 ゴムバ ッグに入れて減圧吸引 し、 ガラス板 と中間膜

との間に残留する空気を脱気 し、必要 によ り約 7 0 ~ 1 0 °C で予備接着 し

て積層体 と し、次いで この脱気された積層体 を才一 卜ク レープに入れるかプ

レスを行い、約 1 2 0 ~ 1 5 0 °〇で、約 1 ~ 1 . 5 M P a の圧力で本接着 を

行 うことによ り製造することがで きる。

実施例

[01 06] 以下、実施例 によ り本発明を具体的に説明するが本発明はこれによ り限定

されるものではない。

[01 07] (樹脂ペ レッ ト 1 の作製）



混練装置 ラボプラス トミル c 型 （東洋精機製作所社製）に、 ミキサー ：K

F 7 0 、 ロータ ：高せん断型 を装着 し、設定温度 1 5 0 °C、 3 0 0 r p m で

混練 を行ない、酸化亜鉛微粒子を含有 した樹脂ペ レツ 卜1 を作製 した。金属

酸化物粒子の含有量が 5 0 質量％になるように下記の素材 を一括で ミキサー

に添加 し、窒素雰囲気下で混練 を行な った。

[01 08] 樹脂 ：P M M A 樹脂 ァク リペ ッ トV H (三菱 レイ ヨ ン社製）

金属酸化物粒子 ：酸化亜鉛 （ティカ社製、 M Z _ 5 0 0 、平均一次粒径 2

5 n m、屈折率 1 . 9 5 )

(樹脂ペ レツ 卜2 の作製）

樹脂ペ レツ 卜1 の作製方法 と同様 に して下記の材料 を用いて、酸化チタン

微粒子を含有 した樹脂ペ レツ 卜2 を作製 した。金属酸化物粒子の含有量が 5

0 質量％になるように下記の材料 を一括で ミキサーに添加 し、窒素雰囲気下

で混練 を行な った。

[01 09] 樹脂 ：P M M A 樹脂 ァク リペ ッ トV H (三菱 レイ ヨ ン社製）

金属酸化物粒子 ：ルチル型酸化チタン （石原産業社製、水酸化 アル ミニゥ

厶表面処理、 T T O _ 5 5 A 、粒径 3 0 ~ 5 0 n m、屈折率 2 . 6 0 )

(樹脂ペ レツ 卜3 の作製）

樹脂ペ レツ 卜1 の作製方法 と同様 に して下記の材料 を用いて、酸化チタン

微粒子を含有 した樹脂ペ レツ 卜3 を作製 した。金属酸化物粒子の含有量が 5

0 質量％になるように下記の材料 を一括で ミキサーに添加 し、窒素雰囲気下

で混練 を行な った。

[01 10] 樹脂 ：？巳丁樹脂 丁 ¾ _ 8 5 8 0 「〇 （帝人化成社製）

金属酸化物粒子 ：ルチル型酸化チタン （石原産業社製、 T T 0 _ 5 5 A 、

水酸化 アル ミニウム表面処理、粒径 3 0 ~ 5 0 n m、屈折率 2 . 6 0 ) (樹

脂ぺ レッ ト4 の作製）

樹脂ペ レツ 卜1 の作製方法 と同様 に して下記の材料 を用いて、酸化チタン

微粒子を含有 した樹脂ペ レツ 卜4 を作製 した。金属酸化物粒子の含有量が 5

0 質量％になるように下記の材料 を一括で ミキサーに添加 し、窒素雰囲気下



で混練 を行な った。

[01 11] 樹脂 ：ポ リ力一ボネ一 卜樹脂ュ一 ピロン H L — 4 0 0 0 (三菱エ ンジニア

リングプラスチ ックス社製）

金属酸化物粒子 ：ルチル型酸化チタン （石原産業社製、 T T 0 _ 5 5 A 、

水酸化 アル ミニウム表面処理品、粒径 3 0 ~ 5 0 n m、屈折率 2 . 6 0 ) (

光学 フィル厶の形成） （赤外遮蔽 フィル厶 1 の作製）

米国特許第 6 0 4 9 4 1 9 号 に記載の溶融押 し出 し方法 に従 い、ポ リェチ

レンナフタ レ一 卜 （P E N ) T N 8 0 6 5 S (帝人化成社製） とポ リメチル

メタク リレ一 卜 （P M M A ) 樹脂 ァク リペ ッ トV H (三菱 レイヨン社製） と

を、 3 0 0 °C に溶融 し、押 出 しによ り積層 し、 （P M M A ( 1 5 2 n m ) /

P E N ( 3 7 n m ) ) 6 4 / ( P M M A ( 6 4 n m ) / P E N ( 4 8

n m ) ) 6 4 / ( P M M A ( 7 7 n m ) / P E N ( 6 0 n m ) ) 6 4 /

( P M M A ( 1 9 1 m ) / P E N ( 7 3 n m ) ) 6 4 となるように縦横約

3 倍 に延伸 した後、熱固定、冷却 を行 って、計 2 5 6 層交互積層 した赤外遮

蔽 フイルム 1 を得た。 ここで、上記層構成 において、 「（P M M A ( 1 5 2

n m ) / P E N ( 3 7 n m ) ) 6 4 」 とは、膜厚 1 5 2 n m の P M M A 、

膜厚 1 3 7 n m の P E N をこの順 に積層 したュニ ッ 卜を 6 4 個積層 させた と

いう意味である。

[01 12] (赤外遮蔽 フィル厶 2 の作製）

5 0 m厚みのポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜 （P E T ) フイルム （A 4 3

0 0 ：両面易接着層、東洋紡社製）上 に、下記の低屈折率層用塗布液 および

高屈折率層用塗布液 を、乾燥膜厚が高屈折率層 （1 2 0 n m ) / 低屈折率層

( 5 7 n m ) となるように逐次重層塗布 し、計 2 0 層交互積層 した赤外遮

蔽 フイルム 2 を得た。

[01 13] 低屈折率層用塗布液 ：P M M A ァク リペ ッ トV H (三菱 レイヨン社製） 1

0 質量部 を酢酸 2 —メ トキシェチル 9 0 質量部 に溶解 させた液

高屈折率層用塗布液 ：樹脂ペ レツ 卜1 5 質量部 を酢酸 2 —メ トキシェチ

ル 9 5 質量部 に溶解 させた液



(赤外遮蔽 フ イル ム 3 の作製）

赤外遮蔽 フイルム 2 と同様の方法で、 5 0 m厚みのポ リエチ レンテ レフ

タ レ一 卜 （P E T ) フイルム （A 4 3 0 0 ：両面易接着層、東洋紡株式会社

製）上 に、下記の低屈折率層用塗布液 および高屈折率層用塗布液 を、乾燥膜

厚が、高屈折率層 （1 2 0 n m ) 低屈折率層 （1 5 7 n m ) で逐次重層塗

布 し、計 2 0 層交互積層 した赤外遮蔽 フ イル ム 3 を得 た。

[01 14] 低屈折率層用塗布液 ：P M M A ァク リペ ッ トV H (三菱 レイヨン社製） 1

0 質量部 を酢酸 2 —メ トキシェチル 9 0 質量部 に溶解 させた液

高屈折率層用塗布液 ：樹脂ペ レツ 卜2 5 質量部 を酢酸 2 —メ トキシェチ

ル 9 5 質量部 に溶解 させた液

(赤外遮蔽 フ イル ム 4 の作製）

米国特許第 6 0 4 9 4 1 9 号 に記載の溶融押 し出 し方法 に従 い、低屈折率

層 に用いる P M M A ァク リペ ッ トV H (三菱 レイヨン社製） と、高屈折率層

に用いるペ レッ ト2 とを、 3 0 0 °C に溶融 し、押 出 しによ り積層 し、高屈折

率層 （1 2 0 n m ) / 低屈折率層 （1 5 7 n m ) となるように、縦 3 倍、横

3 倍 に延伸 した後、熱固定、冷却 を行 って、計 2 0 層交互積層 した赤外遮蔽

フ イル ム 4 を得 た。

[01 15] (赤外遮蔽 フ ィル 厶 5 の作製）

米国特許第 6 0 4 9 4 1 9 号 に記載の溶融押 し出 し方法 に従 い、低屈折率

層 に用いる P M M A ァク リペ ッ トV H (三菱 レイヨン社製） と、高屈折率層

に用いるペ レッ ト3 とを、 3 0 0 °C に溶融 し、押 出 しによ り積層 し、高屈折

率層 （1 2 0 n m ) / 低屈折率層 （1 5 7 n m ) となるように、縦 3 倍、横

3 倍 に延伸 した後、熱固定、冷却 を行 って、計 2 0 層交互積層 した赤外遮蔽

フ イル ム 5 を得 た。

[01 6] (赤外遮蔽 フ ィル 厶 6 の作製）

米国特許第 6 0 4 9 4 1 9 号 に記載の溶融押 し出 し方法 に従 い、低屈折率

層 に用いる P M M A ァク リペ ッ トV H (三菱 レイヨン社製） と、高屈折率層

に用いるペ レッ ト4 とを、 3 0 0 °C に溶融 し、押 出 しによ り積層 し、高屈折



率層 （1 2 0 n m ) / 低屈折率層 （1 5 7 n m ) となるように、縦 3 倍、横

3 倍 に延伸 した後、熱固定、冷却 を行 って、計 2 0 層交互積層 した赤外遮蔽

フ イル ム 6 を得 た。

[01 17] (合わせガラスの作製）

作製 した赤外遮蔽 フ イル ム 1 ~ 4 を用いて、下記の方法 によ り合わせガラ

ス 1 (比較例 1 ) および合わせガラス 2 ~ 4 (実施例 1 ~ 3 ) を作製 した。

[01 18] 厚 さ 2 m m の第 1 ガラス板、ポ リビニル プチラール （積水化学社製エス レ

ック B ) 中間膜 （0 . 4 m m ) (以下、 P V B 中間膜 とする）、赤外遮蔽 フ

イルム、 P V B 中間膜、厚 さ 2 m m の第 2 ガラス板の構成で積層 し、重ねた

ものを真空袋 に入れて真空ポ ンプで減圧 した。減圧状態 に した真空袋 を才一

卜ク レープ内に置 き、 3 0 分間、 9 0 °C に加熱加圧処理 した。才一 卜ク レー

プ内を、大気圧、常温 に戻 し、真空袋か ら積層体 を取 り出 し、再度才一 トク

レープ内で、 3 0 分間、 1 3 0 °C に加熱 加圧 した後、常温、常圧 に戻す こ

とによ り、合わせガラスを作製 した。

[01 19] (評価）

< 遮熱性試験 >

作製 した合わせガラス 1 ~ 4 を 1 つの面 に取 り付 けた縦 X 横 X 高さ= 3 0

X 3 0 X 3 3 c m の木製の箱の内部 に熱電対 を設置 した。 この箱の開口部 （

サイズ 2 3 X 2 6 c m ) のガラス面 に対 し垂直方向、 および 3 0 度方向に光

源 と して 5 0 0 W ハ ロゲ ンランプを設置 して点灯 し、 3 0 分後の温度上昇幅

を測定 した。結果 を表 1 に示す。

[01 20] (曲面合わせガラスの作製）

(曲面合わせガラス 5 の作製）

(比較例 2 )

厚 さ 2 m m の板 ガラスを加熱成形 した曲率半径 0 . 9 m のガラスを用いて

、第 1 ガ ラ ス板、 P V B 中間膜、赤外遮蔽 フ イル ム 1 、 P V B 中間膜、第 2

ガラス板の構成で積層 し、実施例 1 と同様 に して曲面合わせガラス 5 を作製

した。



[01 2 1 ] ( 曲面合わせガラス 6 の作製）

(実施例 4 )

赤外遮蔽 フイルム 4 を用いた以外は曲面合わせガラス 5 の作製方法 と同様

に して、曲面合わせガラス 6 を作製 した。

[01 22] (曲面合わせガラス 7 の作製）

(実施例 5 )

赤外遮蔽 フィル厶 5 を用いた以外は曲面合わせガラス 5 の作製方法 と同様

に して、曲面合わせガラス 7 を作製 した。

[01 23] (曲面合わせガラス 8 の作製）

(実施例 6 )

赤外遮蔽 フィル厶 6 を用いた以外は曲面合わせガラス 5 の作製方法 と同様

に して、曲面合わせガラス 8 を作製 した。

[01 24] (曲面合わせガラス 9 の作製）

(比較例 3 )

曲面合わせガラス 5 の作製 において、第 2 ガラス板側の P V B 中間膜 に代

えてアンチモン ド一プ した平均粒径 0 . 1 5 m の酸化錫 （A T O ) 微粒子

を分散 した P V B 膜 （膜の全質量 に対 して酸化錫 （A T O ) 微粒子含有量 1

. 0 質量％ ) を用い、 それ以外は曲面合わせガラス 5 と同様の方法で曲面合

わせガラス 9 を作製 した。なお、 A T O 微粒子を分散 した P V B 膜 は、特開

平 8 — 2 5 9 2 7 9 号の実施例 1 の記載の方法 によ り製造 した。

[01 25] (曲面合わせガラス 1 0 の作製）

(実施例 7 )

曲面合わせガラス 6 の作製 において、第 2 ガラス側の P V B 中間膜 に代 え

てアンチモン ド一プ した平均粒径 0 . 1 5 m の酸化錫 （A T O ) 微粒子を

分散 した P V B 膜 （膜の全質量 に対 して酸化錫 （A T O ) 微粒子含有量 1 .

0 質量％ ) を用い、 それ以外は曲面合わせガラス 6 と同様の方法で曲面合わ

せガラス 1 0 を作製 した。

[01 26] (曲面合わせガラス 1 1 の作製）



(実施例 8 )

曲面合わせガラス 8 の作製 において、第 2 ガラス側の P V B 中間膜 に代 え

てアンチモン ド一プ した平均粒径 0 . 1 5 m の酸化錫 （A T O ) 微粒子を

分散 した P V B 膜 （膜の全質量 に対 して酸化錫 （A T O ) 微粒子含有量 1 .

0 質量％ ) を用い、 それ以外は曲面合わせガラス 8 と同様の方法で曲面合わ

せガラス 1 1 を作製 した。

[01 27] (評価）

< 色ムラ>

作製 した合わせガラス 5 ~ 1 1 を、 目視 によ り表面の色ムラを以下の評価

に したが って評価 した。結果 を表 2 に示す。

[01 28] 5 . 透明感がぁ り、反射色はな し。

[01 29] 4 . やや反射色が見えるが色ムラはな し。

[01 30] 3 . 均一な反射色があ り、 ところどころ色ムラが見える。

[01 3 1 ] 2 . 色 々な反射色があ り、 ところどころ色ムラが見える。

[01 32] . 色 々な反射色があ り、色ムラも大 きい。

< 遮熱性試験 >

作製 した合わせガラス 5 ~ 1 を 1 つの面 に取 り付 けた縦 X 横 X 高さ= 3

0 X 3 0 X 3 3 C m の木製の箱の内部 に熱電対 を設置 した。 この箱の開口部

(サイズ 2 3 X 2 6 c m ) のガラス面 に対 し垂直方向、 に光源 と して 5 0 0

W ハ ロゲ ンランプを設置 して点灯 し、 3 0 分後の温度上昇幅 を測定 した。結

果 を表 2 に示す。

[01 33]





[ 表 2 ]

実施例 1 ~ 3 の合わせガラスは、比較例 1 の合わせガラスと比較 して、斜

めか らの光 に対 しても温度上昇が少なか った。 また、実施例 4 ~ 8 の曲面合

わせガラスは、比較例 2 および 3 の曲面合わせガラスと比較 して、温度上昇

が少な く、 また色ムラが少なか つた。



[ 0 136] 以上の結果 よ り、本発明の赤外遮蔽 フ イル ム は、入射光の角度非依存的に

赤外遮蔽効果が高 く、 また、本発明の赤外遮蔽 フ イル ム を曲面形状のガラス

に用いた際にも十分な赤外遮蔽効果が得 られ、 また、可視光の反射 による色

ムラが小さいことがわかる。

[01 37] 本 出願 は、 2 0 1 1 年 1 2 月 2 8 曰に出願 された 日本特許出願番号 2 0 1

1 - 2 8 9 9 号 に基づいてお り、 その開示内容は、参照 され、全体 と し

て、組み入れ られている。

符号の説明

[01 38] 板 ガラス、

中間膜、

3 赤外遮蔽 フ イル ム、

0 熱線反射合わせガラス。



請求の範囲

高屈折率層 と低屈折率層 とを積層 したュニ ッ 卜を少な くとも 1 つ含

む赤外遮蔽 フイルムであ って、

前記高屈折率層が、ポ リエステル、ポ リカーボネー トおよびポ リ （

メタ）ァク リレ一 卜か らなる群か ら選択 される少な くとも 1 種な らび

に金属酸化物粒子を含む ことを特徴 とする赤外遮蔽 フィル厶。

前記金属酸化物粒子が酸化チタン粒子である、請求項 1 に記載の赤

外遮蔽 フィル厶。

請求項 1 または 2 に記載の赤外遮蔽 フイルム と、

前記赤外遮蔽 フィル厶を挟持する一対の中間膜 と、

前記赤外遮蔽 フイルムおよび前記中間膜 を挟持する一対の板 ガラス

と、 を有する、熱線反射合わせガラス。

前記板 ガラスが曲面形状である、請求項 3 に記載の熱線反射合わせ

ガラス。

前記中間膜が、平均粒径が 0 . 2 m以下の熱線遮蔽性微粒子を含

有する、請求項 3 または 4 に記載の熱線反射合わせガラス。

ポ リエステル、ポ リ力一ボネ一 卜およびポ リ （メタ）ァク リレー 卜

か らなる群か ら選択 される少な くとも 1 種 および金属酸化物粒子を含

む高屈折率層形成用組成物 と、低屈折率層形成用組成物 と、 を用いて

同時押 し出 しによ り高屈折率層および低屈折率層 を形成 して赤外遮蔽

フイルムを得 る工程 と、

前記赤外遮蔽 フイルムを一対の中間膜で挟持 させ、 さ らに前記赤外

遮蔽 フイルムおよび前記中間膜 を一対の板 ガラスで挟持 させる工程 と

、 を含む ことを特徴 とする、熱線反射合わせガラスの製造方法。
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